
農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第88号、以下「法」という。）第７条の規

定に基づき、名寄市農業委員会に係る「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」を

次のように定める。

令和７年４月25日

名寄市農業委員会

会長 沼 田 清 憲

名寄市農業委員会農地等の利用の最適化の推進に関する指針

名寄市農業委員会農地等の利用の最適化の推進に関する指針（平成31年名寄市農業委

員会決定）の一部を改正する。

第１ 基本的な考え方

農業委員会等に関する法律(昭和26年法律第88号。)の改正法が平成28年４月１日に

施行され、農業委員会においては「農地等の利用の最適化の推進」が最も重要な必須

業務として位置づけられた。

名寄市は、平成18年の市町合併を経て、風連地区、名寄地区及び智恵文地区におい

て広範囲の営農が形成されており、農地の利用状況や営農類型の違いを踏まえた農地

等の利用の最適化の推進を図ることが求められている。

特に、近年の過疎高齢化により年々耕作者が減少しているため、遊休農地の発生が

懸念されていることから、その発生防止・解消に努めていくと共に、比較的好条件な

農地においては担い手への農地利用の集積・集約化を図るため、「地域計画」（農業

経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律案（令和４年法律第56号）による改正後

の農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「改正基盤法」という。）第

19条第１項の規定に基づき、農業者等の協議の結果を踏まえ、農業の将来の在り方や

農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標として農業を担う者ごとに利用する農

用地等を表示した地図などを明確化し、公表したものをいう。）に基づいて農地中間

管理事業を活用した利用調整に取り組んでいく必要がある。

以上の観点から、農業委員による担当地区ごとの活動を通じて「農地等の利用の最

適化」が一体的に推進されるよう「名寄市農業委員会農地等の利用の最適化の推進に

関する指針」(令和３年３月29日名寄市農業委員会決定。以下「指針」という。)にお

いて具体的な目標及び推進方法、目標の達成状況に対する評価方法等を次のとおり定

める。

なお、この指針は、北海道の農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針及び名寄

市の農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想を踏まえた農業委員会の長期的な目

標として10年後に目指す農地の状況等を示すものであり、農業委員の改選期である３

年ごとに検証・見直しを行うものである。

また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会による最適化活動の推進等

について」に基づく「最適化活動の目標の設定等」のとおりとする。



第２ 具体的な目標、推進方法及び評価方法

１．遊休農地の発生防止・解消について

（１）遊休農地の解消目標

※ 管内の農地面積の数値は、農業委員会内部資料に基づく数値

（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法

① 遊休農地の未然防止等

遊休農地の所有者、利用者、占有者等に対し、法的な位置付け、周辺農地へ

の影響、解決方法等について、農業委員会及び農業委員の説明及び提案により

新たな遊休農地を発生させないよう努める。

② 違反転用等の防止

農地パトロール等による違反転用の発生防止、早期発見及び農地の適正利用

に関する現場活動については、利用状況調査の時期にかかわらず日常的に実施

する。

③ 適正かつ速やかな非農地判断

効果的、効率的な農地パトロールにより、遊休農地化する可能性がある農地

の早期発見及び利用状況調査に基づき再生利用困難に区分される荒廃農地につ

いては、現況に応じて速やかに「非農地判断」を行い守るべき農地を明確にす

る。

④ 「農業委員会サポートシステム」の利用の推進

利用状況調査及び利用意向調査の結果を踏まえ、「農業委員会サポートシス

テム」への反映により、農地台帳の正確な記録の確保及び公表の推進を図る。

（３）遊休農地の発生防止・解消の評価方法

遊休農地の発生防止・解消の進捗状況は、遊休農地の割合により評価する。

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に

基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公

表」のとおりとする。

管内の農地面積（Ａ・単位ha） 遊休農地面積（Ｂ・単位ha） 遊休農地の割合（Ｂ／Ａ・単位％）

当 初

(令和３年４月)
１１，２３９ ０ ０

実 績

(令和６年４月)
１１，２３９ ０ ０

３年後の目標

(令和９年４月)
１１，２３９ ０ ０

目 標

(令和13年３月)
１１，２３９ ０ ０



２．担い手への農地利用の集積・集約化について

（１）農地利用の集積の目標

※ 管内の農地面積の数値は、農業委員会内部資料に基づく数値

（２）担い手への農地利用集積・集約化に向けた推進方法

① 「地域計画」の作成・見直しについて

農業委員会として、地域ごとに人と農地の問題を解決するため、10年後の農

業の在り方と農地利用の将来像を描く「地域計画」の作成及び見直しに当たっ

ては、農業委員が積極的に参画する。

② 円滑かつ適正な農地利用集積の推進

地域の農地の利用状況及び担い手の意向を踏まえた農地の利用調整を推進す

るほか、農地移動適正化あっせん事業の積極的な活用促進により、円滑かつ適

正な農地利用集積の推進及び集約化に努める。

③ 関係機関との連携による農地利用集積の推進

農業委員会は、市、農協、農地中間管理機構等と連携し、将来の農地利用の

把握に努めるほか、農地中間管理事業の活用を検討するなど、農地の出し手と

受け手の意向を踏まえたマッチングに取り組む。

④ 農地の所有者を確知することができない農地が発生した場合については、公

示手続きを経て農地中間管理機構を通じて利用権設定ができる制度を活用し、

農地の有効利用に努める。

（３）担い手への農地利用の集積・集約化の評価方法

担い手への農地利用の集積・集約化の進捗状況は、農地の集積率により評価す

る。

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に

基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公

表」のとおりとする。

管内の農地面積（Ａ・単位ha） 集積面積（Ｂ・単位ha） 集積率（Ｂ/Ａ・単位％）

当 初

(令和３年４月)
１１，２３９ ９，８７２ ８７．８％

実 績

(令和６年４月)
１１，２３９ １０，００４ ８９．０％

３年後の目標

(令和９年４月)
１１，２３９ １０，２５６ ９１．２％

目 標

(令和13年３月)
１１，２３９ １０，６７０ ９４．９％



３．新規参入の促進について

（１）新規参入の促進目標

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法

① 関係機関との連携による新規参入の推進

ア 市、農協及び農業改良普及センター等と連携を図る。また、農業委員が新

規就農フェア等に積極的に参加することで新規就農希望者の情報収集に努め

る。

イ 関係機関による新規就農支援チームを組織し、営農意欲の高い就農希望者

に対し、就農につながるよう営農計画の実現性及び支援協力を行うよう努め

る。

② 集落支援員による取組の推進

新規参入者の営農及び地域との関係性の強化並びに生活全般に係る相談・支

援体制の強化を図るため、積極的に集落支援員による取組を推進する。

③ 新規参入の地域受入の促進

農業委員による新規参入者に対する地域の受入れの促進のほか、就農後の安

定した経営のために助言・指導等を行う。

（３）新規参入の促進の評価方法

新規参入の促進の進捗状況は、新規参入者（個人、法人）の数により評価する。

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に

基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公

表」のとおりとする。

第３ 「地域計画」の目標を達成するための役割

名寄市において作成された「地域計画」に基づき、農地を効率的かつ総合的に利

用していくため、名寄市農業委員会は次の役割を担っていく。

・日常的な農地の見守りによる農地の適正利用の確認

・農家への声掛けに等による意向調査

・「地域計画」で位置付けられた担い手への農地の利用調整やマッチング

・農地中間管理事業の活用の働きかけ

・「地域計画」の定期的な見直しの協力

新規参入者数(個人)

（新規参入者取得面積）

新規参入者数(法人)

（新規参入者取得面積）

当 初

(令和３年４月)

２ 人

（14.0 ha）

２０ 法人

（1,611.5 ha）

実 績

(令和６年４月)

４ 人

（35.0 ha）

３８ 法人

（2,866.1 ha）

３年後の目標

(令和９年４月)

８ 人

（63.0 ha）

４４ 法人

（3,317.6 ha）

目 標

(令和13年３月)

１３ 人

（91.0 ha）

５０ 法人

（3,770.0 ha）


